
 
地域住宅計画の事後評価報告シート 

 
１.事後評価を実施した地域住宅計画 
①計画の名称 愛知県地域 

②都道府県名 愛知県 

③計画作成主体 愛知県、豊橋市、岡崎市、一宮市、半田市、春日井市、豊川市、津島市、碧南

市、刈谷市、豊田市、安城市、西尾市、蒲郡市、江南市、稲沢市、新城市、東

海市、知多市、知立市、高浜市、岩倉市、田原市、大口町、甚目寺町、東浦町、

美浜町、武豊町、吉良町、三好町 

④計画期間 平成１７年度 ～ １９年度 

⑤計画の目標 ①『安心・安全な住まい・まちづくり』 

  高齢化の進展に対応して高齢者が安心して暮らせる住まい・まちづくりを

進めるとともに、欠陥住宅やシックハウス問題、耐震性や耐久性などの住ま

い手の様々な不安や関心への的確な対応を行う。 

  また、地震災害や水害に備えて住宅地の防災性の向上を図る。 

②『ゆとりある自己実現につながる住まい・まちづくり』 

  住宅ニーズの多様化・高度化に的確に対応し、より豊かで自己実現・自己

充足につながる住まい・まちづくりをめざし、住まい手の努力と責任による

質の高い住まいづくりへの誘導と環境整備を行うとともに、良好な住環境の

整備・保全を図る。 

③『住まいづくりを通じた地域の再生・活性化』 

  中山間地域の過疎化、都心地域の空洞化、郊外住宅地の高齢化等の問題に

対応し、それぞれの地域の特性を生かした再生と活性化に寄与するとともに、

地域経済の一翼を担う住宅関連産業の振興を図る。 

④『環境と共生した住まい・まちづくり』 

  地球規模の環境問題や地域での循環型社会づくりに寄与する環境と共生し

た住まい・まちづくりを進めるとともに、身近な自然環境の保全を図り、自

然環境と都市環境の調和のとれたまちづくりをめざす。 

 

上記４点を「基本目標」とした公的賃貸住宅ストックの再生・整備と適正な

管理を行う。 

２.事後評価の内容 
⑥実施体制・時期 愛知県において評価を行い、計画策定主体である２９市町に意見を照会した上で確

定（平成２０年２月） 

⑦事後評価の結果 指標１：「老朽化公営住宅等の割合」 

定 義：愛知県内の公営住宅等の管理戸数に対する耐用年数超過住宅戸数の割合 

評価方法：愛知県及び各市町村の実績値により評価 

結 果：従前値:3.5％（17 年度）⇒目標値:3.0％（19 年度）⇒実績値:2.9％ 

結果の分析：公営住宅建替事業においては、耐用年数の半分以上を経過した住宅を対象

に建替を行っている。計画期間内に取壊しを行った住宅数は、17 年度 1,433

戸、18 年度 1,366 戸、19 年度 1,139 戸の計 3,938 戸であるが、そのうち耐

用年数を超過している住宅数は 1,048 戸であった。 

当初計画どおりに取り壊しのできなかった住宅もあったが、住民の移転が

順調に行われ、その結果当初の予定より前倒して取り壊しを行った住宅も

あり、全体では予定より 100 戸弱ほど多く耐用年数超過住宅の取壊しが行

われ、目標値を超える 2.9%の実績となった。 

     

指標２：「公営住宅等バリアフリー化住宅の割合」 

定 義：愛知県内の公営住宅等の管理戸数に対する建設、改善による住戸のバリア

フリー化戸数の割合 

評価方法：愛知県及び各市町村の実績値により評価 

結 果：従前値:17.3％（17 年度）⇒目標値:19.7％（19 年度）⇒実績値:20.7％ 

結果の分析：公営住宅等におけるバリアフリー化については、公営住宅ストック総合改

善事業及び改良住宅等改善事業において実施している。 



 

また、新たに建替を行った住宅については全てバリアフリー化の仕様とし

ている。 

住戸の改善事業は、住民への説明及び同意の得られた住宅について順次行

っているが、当初の予定より順調に事業が進められたこと、建替事業を当

初予定より前倒して行ったこと、バリアフリー化されていない古い住宅を

予定より多く取り壊すことができたこと等により、結果として全体に占め

るバリアフリー化された住宅の戸数が目標値を上回ることとなった。 

 

指標３：「最低居住水準未満世帯の割合」 

定 義：愛知県内の総世帯数に対する最低居住水準未満世帯の割合 

評価方法：住宅土地統計調査等の資料を用いた調査 

結 果：従前値:3.3％（17 年度）⇒目標値:3.1％（19 年度） 

結果の分析：最低居住水準未満世帯の割合については、住宅土地統計調査から算出して

いる。次回の調査は平成２０年度を予定し、その結果は翌年度まとまる予

定であるため、次期計画（平成 20 年度～平成 22 年度）においても引き続

き指標を設定することにより、その最終年度終了後まで評価を延長し、計

画終了後速やかに事業評価を行うこととする。 

 

⑧結果の公表方法 愛知県及び上記「１．③計画作成主体」に記載された市町のインターネットにて公

表を行うとともに、窓口にて閲覧可。 

３．事後評価の結果を踏まえた今後の住宅施策の取組への反映等 
⑨今後の住宅施策

の取組への反映 

・公営住宅等の管理戸数に対する耐用年数超過戸数の割合については、期限内に目

標を達成することができた。今後、さらにその割合を低くするため、引き続き

老朽化した公営住宅等の建替えを計画的に進めていく。 

 

・公営住宅等バリアフリー化住宅の割合については、期限内に目標を達成すること

ができた。今後、さらにその割合を高めるため、引き続き福祉対応のエレベータ

ーへの更新、住戸内の浴室・トイレへの手摺り設置、共用部分のスロープ設置等

のバリアフリー化を進めていく。 

 

・最低居住水準未満世帯の割合については、次期計画において引き続き指標を設定

し、今後も公営住宅の入居管理の適正化を図り、本来入居すべき世帯の入居促進

を進め、最低居住面積水準未満世帯の解消に努めていく。 

 

⑩その他 （特記すべき事項があれば記載） 
 
※この事後評価は別添の地域住宅計画について行ったものである。 


